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    Since severe accident was occurred at Fukushima-Daiichi Nuclear Power Plant, nuclear industry has lost trust 
from public.  The nuclear communities including government and operators have been engaged in public 
communications.  The nature of the communication were “correct information”, “to provide as soon as possible”, 
“easy to understand”.   If the communities have necessity to recover public trust, they have to consider the different 
communication activities.   The paper discuss the nature of new communication activities.   The concept of the 
new activities are “to understand different type of opinions for nuclear power and to exchange the different opinions”  
and “ to build communication platform across the nation”     
 

              
 

 
 

１．はじめに  世論調査から見える国民の原

子力に対する意識 

2011年 3月に起こった福島における原子力発電所の過

酷事故前と事故後では、原子力再稼働に対する国民の意

識や大きく変わった。意識的または無意識に原子力発電

は安全だと思っていた多くの国民が、発電所における爆

発の映像を見て、大きな衝撃を受けた。また、その後、

立地住民が避難を強いられ、また農業・漁業等に見られ

る風評被害等が発生するなど、大震災、そして、原子力

発電所の過酷事故を発端する影響の余波が急拡大する中、

原子力に対する国民の信頼が失われた。 

 

本稿では、原子力に対し国民の信頼を取り戻すために

は、産業界が長期にわたり信頼回復のコミュニケーショ

ンに取り組む必要があるという仮説のもと、その具体策

について論じる。 

 

２．原子力に対する国民意識と停滞する信頼

回復  

過酷事故後、再稼働に対する賛成比率は下げ止まりし

ている。2014 年 4 月の調査によると再稼働賛成比率は

27.9%である（2015年 4月7日 ロイター社HPより）。賛

成の姿勢であることと原子力に対し信頼を持つことは必

ずしも同一ではない。しかし、再稼働に対し、賛成とい

う見解を持つことは、原子力への信頼のもとなされる、

反対という見解が原子力に対する不信のもとなされると

すれば、賛成比率が数年にわたり停滞し続けていること

は、原子力に対する信頼回復が遅々として進まない状況

を物語っていると言える。 

 

3．信頼回復に向けた取組 

 

3.1 原子力の理解増進 

信頼回復に向けて原子力業界は静観していたわけでは

ない。規制機関が保安院から、原子力規制委員会・規制

庁に代わり、同機関の設立後は、即時性を重視した情報

発信に努めている。また、資源エネルギー庁でも2014年

にエネルギー基本計画を見直し、同計画においてコミュ

ニケーションに関する章として、「国民各層とのコミュニ

ケーションとエネルギーに関する理解の深化（エネルギ

ーの需給に関する施策を長期的、総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項）を設け、国民各層が原子力を

含むエネルギーについて理解を深めることの必要性を強

調する。 

 

また産業界においても、規制基準を満たしさえすれば

リスクが無いという安全神話からの脱却を視野に入れた

新しいコミュニケーションの在り方ついて検討が始めら

れている（参考 総合資源エネルギー調査会 基本政策分

科会 第3回会合 資料 4）。 

 

各機関における広報活動をみても、タイムリーで正し

い情報提供に加え、説明の対象者の目線からみてわかり
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やすいことを意識した制作物が用意され、そして、広報

担当者がわかりやすさを意識した説明に注力する。 

 

このように、原子力業界では、原子力に対する国民の

理解増進に向けた取組が各所で行われてきたといってよ

い。では、理解増進が進むと、原子力の信頼回復が進む

のか。筆者は、次の段階として、「異なる考え方をみとめ

たコミュニケーションと理解の交流」そして、「交流を租

促進し、交流結果を蓄積できるコミュニケーションプラ

ットフォーム」が必要と考える。 

 

3.2.異なる考え方をみとめたコミュニケーションと

理解の交流 

 

1で論じた原子力発電所再稼働の賛成・反対に関し、その

中に「無関心層」「浮遊層」と呼ばれる層が存在する。同

層は原子力に対する関心度合いが低く、時勢によって意

見が浮遊する。原子力への関心が低いため、一方的に情

報提供しても、情報が届きにくいとされる層である。 

 

このような層に対しては、関心度合いや理解度合いに応

じ、相手が受け入れられるコミュニケーションが求めら

れる。原子力発電に内包される技術的な複雑性を取り上

げようとすると、学習意欲のある生徒を前提とした授業

スタイルになりがちで、高度な説明の工夫が求められる。 

 

しかし、原子力に対し高い理解力を備えることが、自身

の意見の確立上の前提ではない、という考えに立てば、

求められるのは、国民各自が検討して意見を持てるよう

な支援活動となると言える。具体的な支援活動について

方向性と具体策を示したのがFig1である。 

 

Fig1 信頼回復をめざしたコミュニケーションに必要な

取組 

 

 

ただし、これらの活動に取り組む上で、注意すべき点と

して、「意見の聞きっぱなし」を挙げておきたい。意見の

収拾や意見交換の場において、意見を聞くだけ聞き、収

集された意見がどのように取り扱われるのかが不透明に

なると、自分の意見が不当に扱われたという印象につな

がりかねず、継続的な活動になりにくいためである。 

 

3.3. 交流を促進し、交流結果を蓄積できるコミュニケー

ションプラットフォーム 

 

原子力に関する情報提供の在り方を検討しようとすると、

必ずついて回るのが、「中立性問題」である。産業界の各

社や政府機関が主体となり、正しい情報を提供しようと

しても、「その情報にはバイアスがかかっている」と受け

手が捉える恐れがあり、また、産業界においても、バイ

アスがかかって見えてしまうので情報提供しづらい、と

いうジレンマが発生するのである。さらに、ネット等で

の情報提供における炎上化の可能性を不安視すれば、産

業界から国民に対する情報提供支援は、従来からなされ

てきた立地周辺地域に限定された活動に限定されるであ

ろう。 

 

本論では、「提供者の中立性問題」を担保する手段として、

新たな情報管理のしくみを提示する。 

 

具体的には、原子力を含むエネルギーについて、国民へ

の視点・見解の提供や、国際的な情報発信/共有できるよ

う、客観性・中立性の面で信頼できる学術情報や説明コ

ンテンツ（受け手の基礎知識に合ったもの）を、見やす

く/扱いやすく収載した、情報プラットフォームを公共財

として整備するというものである。 
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とりわけ、対面型コミュニケーションにおいては「争点

の前提情報のズレ」、「根拠の信頼性が疑われる」、「情報

の質・量のバラつき」等、問題の発生が危惧されるため、

信頼性の高い情報を公共データとして蓄積することが必

要になろう。 

 

米国では、産業界の代表である NEI(Nuclear Energy 

Instituteが対産業界、対政府機関、対国民をつなぐコミ

ュニケーションプラットフォーム化に取り組んでおり、

今後日本において情報プラットフォームを検討する際の

参考になると言えよう。 

 
 
 

２．見出しの数字は一桁全角、二桁半角 
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